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３．新たな市場創出のための国際展開の推進 

４．東日本大震災からの復興の着実な推進 

５．国民の命を守る消防防災行政の推進 

６．国民本位の電子行政の実現と番号制度の導入 

７．ＩＣＴによる社会的課題の解決と豊かな生活の実現 

８．国民生活の安定・充実 

９．ＩＣＴの安心・安全の確保 

10．郵政民営化の着実な推進 

11．効率的で質の高い行政の実現 

12．地方分権改革の推進 



Ⅰ 元気をつくる  - １. 活力ある地域づくりを通じた新しい成長の実現 - 2 

(1)地域の元気創造プラン 

(a) プロジェクト１：地域経済イノベーションサイクルの全国展開 

 ・地域の資源と地域金融機関の資金を活用して自治体が核と
なって業を起こし、雇用を創るイノベーションサイクルを
全国展開し、地域からの日本経済の再生を図る 

 ・地域での設備投資の喚起により、経済波及効果を創出し、
アベノミクスの効果を全国津々浦々に浸透 

 ・平成２７年度までの「集中投資促進期間」に加速させ実施 
 

○ 自治体が産業、大学、地域金    
   融機関、地域住民等と連携して、 
   活性化に取り組む  

アプローチ 

 まちの元気で 
日本を幸せにする！ 

○ 地域のモノやチエを活かす 
○ ヒトや投資を呼び込む 
○ 新しいくらしの土台を創る 

ミッション ビジョン 

【予算】 地域経済循環創造事業交付金 要望枠  ３５億円 

旅館 
温泉 

芦別市 
立ち上げ支援 

北洋銀行 
事業継続支援 

工場 
（雇用創出） 

森林 
（森林保全） 

間伐材 

重油代 
相当 

木質 
チップ 

間伐 
コスト 

＜地域経済循環創造の例  （北海道芦別市 チップ製造事業）＞ 



一部要望枠    ３２億円 

Ⅰ 元気をつくる  - １. 活力ある地域づくりを通じた新しい成長の実現 - 3 

③機能連携広域経営型 
 

市町村の枠を超えた社会的ネットワークを計画的圏域（City 
Region）として設定した上で、圏域全体の暮らしに必要な都市
機能の高度化等人・モノ・金等の流れを強化するためのインフ
ラを整備する民間投資を支援し、自立した地域づくりを推進 

(b) プロジェクト２：民間活力の土台となる地域活性化インフラ・プロジェクトの推進 

 ①分散型エネルギーインフラ 
 

   電力の小売自由化を踏まえた地域経済循環を創出するため、
自立的で持続可能な分散型エネルギーインフラを官民連携
して共同整備し、多様な新規企業を喚起 

【予算】 マスタープラン策定やプロジェクト推進組織の構築等 
                                 

【予算】 機能連携広域経営推進調査事業 要望枠  １．０億円  

メガソーラー

地域広域都市圏

バイオマス発電

木質 畜産廃棄物

小水力発電所

コジェネ

病院

庁舎

公共施設
商業施設

風力発電

余熱利用エリア

分散電源 分散電源

地域電力
需給機能

分散電源によるエネルギー
セキュリティエリア

住宅街 住宅街

FITによる
収入

一部要望枠 

②公共クラウド 
 

 自治体の有する公共的データを、民間事業者にオープンに
することにより、地域の活性化を伴う民間の新しい事業展
開を支援 

【予算】 公共クラウドデータ整備事業、 
     ビッグデータ・オープンデータの活用の促進（後掲）等 

新規 

新規 

新規 

 ５．０億円 



・「域学連携」に継続的に取り組む地域を支援するとともに、都市と農山漁村の教育交流や、地域づくり
のフィールドワークを学ぶ人材育成講座を支援 

  

・高齢化や人口減少に伴い地域の生活機能や支援機能が低下する中、コミュ
ニティビジネスの手法による生活支援サービスの継続的な展開を支援 

 【予算】 地域における生活支援サービス提供の実証事業 要望枠  ０．５億円 

(2)地域の自立促進（過疎地域等の条件不利地域を含む） 

Ⅰ 元気をつくる  - １. 活力ある地域づくりを通じた新しい成長の実現 - 4 

【予算】 定住自立圏連携体制構築調査事業 １．４億円 

(a) 過疎地域等の自立支援 

(b) 定住自立圏構想の推進 

(c) 都市と農山漁村の交流・連携の推進 

・圏域において各地方自治体が果たすべき役割に応じた適切な財政措置により、取組団体の拡大を促進 
 

・制度創設から４年が経過したことを踏まえ、外部有識者を交えた成果の徹底検証を行うとともに、関係
者間で協議をし、具体的な成果目標の設定を含めた新たな圏域ビジョン等の再構築を行う団体を支援 

       うち過疎集落等自立再生対策事業 要望枠   ５．５億円 

【予算】 過疎地域等自立活性化推進交付金             １０億円 

・過疎集落等の自立・活性化を推進するため、住民団体等が主体的に 
 行う取組を支援することにより、生活支援機能や定住環境を確保 

【予算】 「域学連携」地域活力創出モデル実証事業 ０．２億円、子ども農山漁村交流による地域活性化モデル事業 要望枠 ０．５億円 

      地域の担い手創造事業 ０．２億円       、ＩＣＴを活用した新たな街づくり実現のための実証 １８億円（後掲） 

新規 

新規 



Ⅰ 元気をつくる  - １. 活力ある地域づくりを通じた新しい成長の実現 - 

(3)地方財政の健全化と自立促進 
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(a) 地方の一般財源総額の確保と地方財政の健全化  

【予算】 地方交付税（地方団体交付ベース）  １６．８兆円（２５年度 １７．１兆円）  

 ・地方公共団体財政健全化法を踏まえ、財政健全化に向けた取組を着実に推進 

(b) 地域の元気づくり 
 ・地方税の増収を図り、地方財政を健全化し自立を促進するために、「日本再興戦略」、「地域の元気

創造プラン」等を推進。このような地域経済活性化の取組に必要となる財政需要を地方交付税におい
て適切に算定し、頑張る地方を支援 

 ・「経済財政運営と改革の基本方針」及び「中期財政計画」を踏まえ、交付団体を始め地方の安定的
な財政運営に必要となる地方の一般財源総額について、平成25年度地方財政計画の水準を下回らな
いよう実質的に同水準を確保 

・「平成の合併」により市町村の姿が大きく変化。これに対応して、市町村の財政需要を的確に把握し、
地方交付税の算定に反映 

(c) 合併後の市町村の姿に対応した地方交付税の算定  

 ・特に、地方交付税については、極めて厳しい地方財政の現状及び現下の経済情勢等を踏まえ、本来
の役割である財源調整機能と財源保障機能が適切に発揮されるよう、総額を適切に確保 



Ⅰ 元気をつくる  - １. 活力ある地域づくりを通じた新しい成長の実現 - 6 

(e) 地方公営企業等の改革  

 ・公立病院の経営改革を促すとともに、適切な財政措置を講じ、必要な地域医療を確保 

 ・地方公営企業における新会計基準への円滑な移行支援を図るとともに、公営企業会計の適用範囲の
拡大を推進 

 ・地方公営企業、地方公社及び第三セクターが地域において必要な役割を果たしつつ、地方公共団体
の財政リスクを低減するため、第三セクター等の経営のあり方について不断の見直しを行うことに
より経営健全化の取組を推進 

 ・施設の的確な更新と財務の健全性確保の両立のための新経営戦略の構築支援を推進 

(d) 地方行革の支援   

 ・地方公共団体における行政改革の推進に関し、調査・研究を行い、必要な助言や情報提供により支援 



・社会保障制度改革について、平成25年８月21日に閣議決
定された「「法制上の措置」の骨子について」を踏まえ、
地方の理解と協力が得られる改革となるよう、関係省庁
と連携 

 
 
・日本経済再生に全力を挙げるとともに、本年秋に経済状
況等を総合的に勘案して行われる消費税引上げの判断に
向けた検討を進める 

 
 
・地方法人課税の在り方の見直しなど、国税に係る税制抜 
 本改革法第７条において検討することとされた事項につ 
 いて、関係省庁と連携しつつ、その具体化に向けて検討 
 し、それぞれの結果に基づき必要な措置を実施 
 
 
 
 

  
  

 

 社会保障の安定財源の確保

と財政健全化の同時達成の第

一歩として、改革を実施 

  
  

 

①「全世代対応型」の制度へ 

②「将来世代への負担先送り」を

軽減し安定した制度へ 

税制抜本改革 社会保障改革 

社会保障と税を一体として改革 

【社会保障・税一体改革のイメージ】 

 
社会経済状況の大きな変化 

 
  
  
  

  雇用基盤の変化 
家族形態や 

地域基盤の変化 経済成長の停滞 
人口の高齢化 
現役世代の減少 

Ⅰ 元気をつくる  - １. 活力ある地域づくりを通じた新しい成長の実現 - 

(4)社会保障・税一体改革の着実な推進 

(a) 社会保障・税一体改革の着実な推進 
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(1)ビッグデータ・オープンデータの利活用の推進等 

Ⅰ 元気をつくる  - ２．経済再生に貢献するＩＣＴ成長戦略の推進 - 8 

(a) ビッグデータ※の利活用の推進  

※ スマートフォンやＳＮＳ、多様なセンサー等から
収集される多種多量なデータ 

センサーからの 
情報収集 

情報の検索・解析 

情報通信 
ネットワーク基盤 

サーバー・データベース クラウド 

デ
ー
タ 

デ
ー
タ 

伝 送 

情報の利活用 収集・蓄積 

情報の爆発的増加 情報の爆発的増加 

情報の爆発的増加 

・・・・ 

環境 

エネルギー 

行政 

小売 

医療 

交通 農業 

サイエンス 
データ 

プローブ情報 
カーナビ 

HEMS モニタ
リング 

BAN SNS 

教育・研究 

製造 

トレーサビ
リティ 

温度・
湿度 

オフィス 
データ 

POSデータ 

センサー
データ 

体温計 

新市場・産業の創出 

国際競争力強化 

社会システムの効率化 
利用者ニーズに応じた

サービス提供 

防災 

地理空間
情報 

家電 

地震 
センサー 

・ビッグデータの利活用を可能とする情報
通信ネットワーク基盤技術の確立に向け
た研究開発等を実施し、ビッグデータ関
連市場の創出に貢献 

【予算】 ビッグデータ・オープンデータの活用の促進 要望枠  ３１億円 

・農業の生産性向上や社会インフラの維持管
理等の社会的課題についてビッグデータ･
オープンデータを利活用して解決する仕組
みについて、公共クラウドに搭載された地
方公共団体保有データも活用しつつ実証等
を実施 

・ベンチャー企業や若手人材等に着目して、
ビッグデータ等のＩＣＴを活用した新規
性・創造性あるアイデアの展開を支援す
るための環境を提供することにより、 
高付加価値の新サービスの創出に貢献 

新規 

http://www.google.co.jp/imgres?imgurl=http://bezier-curve.com/material/037.png&imgrefurl=http://bezier-curve.com/02-art/037-tabletpc.html&usg=__qss_LNlWX4gCpHzzGwwQ9ehYLqo=&h=500&w=500&sz=23&hl=ja&start=12&zoom=1&tbnid=TU65_DhSh-BKAM:&tbnh=130&tbnw=130&ei=i_clT8qkM8meiQeI0PDjBA&prev=/search?q=%E3%82%BF%E3%83%96%E3%83%AC%E3%83%83%E3%83%88%E3%80%80%E3%82%A4%E3%83%A9%E3%82%B9%E3%83%88&hl=ja&sa=N&gbv=2&tbm=isch&itbs=1


Ⅰ 元気をつくる  - ２．経済再生に貢献するＩＣＴ成長戦略の推進 - 9 

・各分野内で閉じた形でのみ利用されているデー
タが分野を超えて社会で効果的に利活用できる
環境(オープンデータ流通環境)の構築に向けた
実証実験等を推進 

(b)  オープンデータ流通環境の構築推進  

・戦略的情報通信研究開発推進事業（ＳＣＯＰＥ）
を活用し、競争的資金による研究開発を通じて、
ビッグデータ等の利活用に資する先進的な通信ア
プリケーションの開発やデータサイエンティスト
等の若手人材育成に貢献 

(c)  統計におけるオープンデータの高度化 （後掲） 

情報サービス（例） 

情報流通連携基盤共通ＡＰＩ（※） 

＜防災情報サービス＞ 

浸水危険エリア 

避難勧告エリア 

＜公共交通情報サービス
＞ 

＜地盤情報サービス＞ 

様々な情報の組み合わせ 

＜国・地方公共団体が持つ情報＞ ＜民間が持つ情報＞ 

被害情報 避難所情報 行政情報 観光・イベント 電車・バス 
運行情報等 

気象情報 地盤情報 

情報ソース（例） 

遅延情報 

リアルタイム 
位置情報 

国・県・市町村の 
地盤情報を一覧表示 

（※）共通API(Application Programming Interface)とは、多様なデータの相互運用性を 
   確保するための共通のデータ形式や通信規約 

【予算】 情報流通連携基盤構築事業   ３．０億円 

【予算】 戦略的情報通信研究開発推進事業  ２４億円 



(2)Ｇ空間×ＩＣＴの推進 

Ⅰ 元気をつくる  - ２．経済再生に貢献するＩＣＴ成長戦略の推進 - 10 

(a) Ｇ空間情報の利活用の推進 
・Ｇ空間情報（地理空間情報）を活用して新産業・新サービス創出、防災や暮らしの安心等に寄与
するため、官民が保有するＧ空間データを自由に組み合わせて利活用できるプラットフォームの
構築・実証を実施 

【予算】 Ｇ空間プラットフォーム構築事業 要望枠 １４億円 

【予算】 災害に強いＧ空間シティの構築等新成長領域 
   開拓のための実証事業 要望枠 ２４億円 

・空間情報と通信技術を融合させて、暮ら
しに新たな革新をもたらすため、「Ｇ空間
シティ」において、世界最先端の防災シス
テムをつくるとともに、先進的・先導的な
Ｇ空間×ＩＣＴの利活用モデルを構築 

(b)  迅速・確実な災害情報の住民への伝達等ＩＣＴやＧ空間情報を活用した災害対応
力の強化 （後掲） 

(c)  統計ＧＩＳの充実 （後掲） 

新規 

Ｇ空間情報プラットフォームの構築 

空撮画像、 
衛星写真等 震度情報や 

気象情報 
地図情報 
（３Ｄ地図等） 

 

散在するG空間情報 

民間の情報 
自治体が保有す
る地図関連情報 

【災害予測・災害対応】 

津波・豪雨 
シミュレーション 

緊急消防隊等の 
より的確な対応 

【交通・農業等の高度化】 

自動運転 
システム 

ロボットを 
用いた 
自動農業 

【避難訓練・避難誘導等】 

リアルタイム
の災害分析 

災害状況
に応じた
避難誘導 

【地域活性化】 

高齢者や障害者の 
見守りや買い物弱者対策 

・・・ 

共通空間基盤データベース 
自治体と公益事業者等の 
連携により地図制作や 
更新の効率化を推進 

高精度な 
津波情報 人や車の位置 

動態情報 

災害に強いG空間シティの構築等新成長領域開拓のための実証 

新規 



(3)放送サービスの高度化 

Ⅰ 元気をつくる  - ２．経済再生に貢献するＩＣＴ成長戦略の推進 - 11 

(a) ４Ｋ・８Ｋ※、スマートテレビ等の推進 

【予算】 次世代放送システムに関する実証実験 要望枠  １４億円 

      先進的な電波利用システムの創出に向けた研究開発 
                           要望枠    ２０億円の内数 

      電波資源拡大のための研究開発等       ９７億円の内数 

(b) デジタルコンテンツの流通促進 

・多様な情報端末の登場に対応して、放送コンテンツの
ネット配信等の二次利用に係る権利処理の円滑化等を
促進 

【予算】 クラウド時代に対応したコンテンツ流通環境整備推進事業 ４．５億円 

・４Ｋ・８Ｋ、スマートテレビ等の次世代放送システムの
早期の放送開始と円滑な普及促進のため、必要な技術検
証や研究開発、技術規格の策定等を推進 

※ ４Ｋ・８Ｋ：高精細・高臨場感な映像技術であるスーパーハイビジョンの規格。 
        現行ハイビジョン（２Ｋ）と比較し、４Ｋは４倍、８Ｋは１６倍 
        の画素数。 

＜次世代放送の推進（4K・8K、スマートテレビ）＞ 

２Ｋ ４Ｋ ８Ｋ 

200万画素 
現行ハイビジョン 

８００万画素 
現行の４倍 

３，３００万画素 
現行ハイビジョンの１６倍 

スマートテレビ 
（放送・通信 
  連携サービス） 

前倒し 
前倒し 

４Ｋ 

・リ
オ
・ 

 

オ
リ
ン
ピ
ッ
ク 

・オ
リ
ン
ピ
ッ
ク 

2011   2012   2013    2014            2016                         2020 

８Ｋ 

・ブ
ラ
ジ
ル
（リ
オ
）・ 

 

ワ
ー
ル
ド
カ
ッ
プ 

            地上放送  

ロードマップ 放
送
開
始 

スーパー 
ハイビジョン 
（４Ｋ・８Ｋ） 

放
送
開
始 

放
送
開
始 

放
送
開
始 

地デジ移行 ２Ｋ 

新規 

新規 



(4)世界最高レベルの通信インフラの整備 

Ⅰ 元気をつくる  - ２．経済再生に貢献するＩＣＴ成長戦略の推進 - 12 

(a) 第４世代移動通信システムの導入に向けた制度整備 

・世界最先端の第４世代移動通信システム
（４Ｇ）を早期に実用化するため、年内に
技術導入に必要な制度を整備し、来年まで
に新たな周波数帯の割当を行うとともに、
４Ｇの更なる高度化と我が国技術の国際展
開支援のため、国際的に調和のとれた形で、
更なる追加割当候補周波数の確保を目指す 

(b) 情報通信分野における競争政策の見直し 

・ＮＧＮ※のオープン化やモバイル市場の競争促進を含めた情報通信分野における競争政策の検討課
題を洗い出すとともに、電気通信事業法等の具体的な制度見直し等の方向性について検討を実施 

(c) 超高速ブロードバンド基盤整備の推進 

【予算】 情報通信利用環境整備推進事業   ６．０億円     

・過疎地・離島等において、医療・健康福祉・教育分野等での利活用に資する超高速ブロードバンド
基盤整備を実施する地方公共団体等に対し、その事業費の一部を補助。また、過疎地・離島等にお
ける持続可能な超高速ブロードバンド基盤整備の在り方について検討を実施 

※ Next Generation Network：従来の電話網がもつ信頼性・安定性を確保しながら、ＩＰネットワークの柔軟性・経済性を備えた、次世代の情報通信ネットワーク 

音声 インターネット接続 

      数kbps       384kbps    14Mbps      100Mbps 

3.9世代 
LTE 

（Long Term Evolution） 

2001～ 1993～ 

第３世代 
W-CDMA 

CDMA2000 
（世界共通） 

1980’s 

第２世代 
PDC（日本） 
GSM（欧州） 

cdmaOne（北米） 

2006～ 

3.5世代 
HSPA等 

第１世代 
 

アナログ方式 

（ADSL同等）音楽、ゲーム等サービスの高度化 

無線アクセス 

 

無線LAN 

 

 

 

広帯域移動無線アクセス(BWA)システム 

広域化 
モバイル化 

XGP、モバイルWiMAX 
 

 

（20～４0Mbps） 

高度BWA 

（100Mbps） 

AXGP 
WiMAX R2.1 

2010.12～ 

携帯電話 

第４世代 
（IMT-Advanced） 

現在 

2000年 2010年 201５年 2005年 

高速移動時 100Mbps 

低速移動時 1Gbps 

(光ファイバと同等) 
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(5)ＩＣＴ産業の国際競争力強化 

【予算】 ＩＣＴイノベーション創出チャレンジプログラム  

                       要望枠  １８億円 

・我が国の国際競争力強化に向け、外国政府との連携による国際共同研究や我が国が優位性を有する
先進的ＩＣＴの国際標準化活動を戦略的に推進 

【予算】 戦略的情報通信研究開発推進事業   ２４億円（再掲） 
      先進的ＩＣＴ国際標準化推進事業     ３．０億円       

(b) 戦略的な国際共同研究や国際標準化の推進 

(c) 新世代通信網テストベッド（ＪＧＮ－Ｘ）の着実な構築・運用等 

【予算】 ＮＩＣＴ運営費交付金  ２８２億円  

・セキュリティやエネルギー消費等の問題を抜本的に解決する新世代ネットワークの要素技術を統合
した大規模な試験ネットワークを構築・運用し、システム技術を確立等 

(a) ＩＣＴ分野におけるイノベーションの創出 

・ＩＣＴ分野における我が国発のイノベーション
を創出するため、大学、ベンチャー企業などに
よる技術成果の具現化等を支援する常時応募可
能な研究開発制度等の新設 

新規 
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(d) 電波の有効利用の促進による新産業の創出 

・電波利用ビジネスの一層の活性化に資す
るため、限られた周波数を効率的に利用す
る技術の開発や周波数の再編に資する防災
用等のデジタル無線システムの整備支援等
の実施を通じ、周波数のひっ迫状況を解消
し、電波の更なる有効利用促進を図り、新
産業を創出 

【予算】 先進的な電波利用システムの創出に向けた研究開発     
                         要望枠  ２０億円 
 
      電波資源拡大のための研究開発等    ９７億円 
 
      周波数有効利用促進事業（デジタル防災ＩＣＴシステム等 
      の整備） ４０億円 

③ 放送コンテンツの海外展開強化（後掲）  

① 我が国のICT産業の海外展開の推進（後掲） 

・我が国のＩＣＴ活用システム、地デジ日本方式、放送コンテンツ等をグローバルに展開すること
で、我が国のＩＣＴ産業の国際競争力を強化 

② 地デジ日本方式等の海外展開（後掲） 

(e) 国際展開の推進（後掲）  

ファイバ無線
システム

共通信号源

落下物

ＥＶへの給電

家電等への給電

給電
装置

ワイヤレス給電
システム

次世代映像（８Ｋ）
システム

（車載）

防災移動系

消防・
救急無線

（本部）

（携帯・可搬）
防災移動系

ミリ波レーダー

機器間(M2M)無線通信システム 高精度レーダーシステム

ネットワーク間
の接続

無線機器間の
自律接続

生体情報
センサー
情報

電波の有効利用の促進

新産業の創出

災害対策・防災用等
無線システム

公共ブロードバンド

移動通信システム

超高精細映像放送
システム

新規 
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(1)ＩＣＴ・地デジ・放送コンテンツ・インフラの海外展開 

【予算】 我が国のICT産業の国際競争力強化に向けたグローバル展開の推進 要望枠  １３億円 

(a) 我が国のICT産業の海外展開の推進 
・ＩＣＴを活用したシステムの国際競争力の強化・海外導入に向けた調査及び実証実験等を行い、
その効果や有用性を他国に示すことを通じて、我が国のシステムをグローバルに展開 

① 地デジ方式未決定国への展開 
・南部アフリカ諸国、中米諸国等の
未決定国に対し、地デジ日本方式
の採用を働きかけ 

② 地デジ日本方式採用国への展開 
・地デジ関連市場における我が国事
業者の展開と、他のＩＣＴ分野の
ビジネス展開を支援 

(b) 地デジ日本方式等の海外展開 

③ ＡＳＥＡＮ諸国を中心とするアジア地域への展開 
・「ＡＳＥＡＮスマートネットワーク構想※」の実現等を通じ、防災ＩＣＴ等我が国の先進的ＩＣＴ
の国際展開を推進 

【予算】 ＩＣＴ海外展開の推進  ９．２億円 

日本方式（ISDB-T）    

米国方式（ATSC）               

欧州方式（DVB-T/T2）             

中国方式（DTMB）             

主要な地上デジタル放送方式 

①地デジ方式 
未決定国 

②地デジ日本 
方式採用国 

③ASEANを中心と
するアジア地域 

 ※ ＡＳＥＡＮ各国間/各国内で高速・多機能なＩＣＴインフラの早期整備を図るとともに、
ＩＣＴ利活用モデルの導入を目指す構想 

新規 
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・クールジャパン推進に向けた放送コ
ンテンツ海外展開の促進のため、日
本の放送局や番組製作会社が、異業
種を含む周辺産業との連携等による
新たなビジネスモデルの構築、地域
の活性化などを目的とした放送コン
テンツを製作・発信するためのモデ
ル事業を実施 

【予算】 放送コンテンツ海外展開強化促進モデル事業 
                     要望枠 １３億円 

(c) 放送コンテンツの海外展開強化 

観光資源 

放送 

インターネット 

技術や産品 

・放送局 
・番組製作 
 会社  

周辺・ 
地域産業 

連携 

ファッション・ 
コスメ 

現地での日本の製品や
サービス等の消費拡大 

訪日観光客の増加、 
日本での消費拡大 

(d) 郵便インフラの海外展開 
・郵便の近代化・機械化の意欲のある国に対して日本の郵便の優れた業務ノウハウ・関連機器をイン
フラシステム全体として提供・輸出 

【予算】 日本型郵便インフラシステムの海外展開事業  要望枠  ３．０億円 

・情報の自由な流通の一層の促進と安心・安全なインターネット利用環境の実現に向けて、グロー
バルなルールの調和を図る 

(e) サイバー空間における国際的なルールづくり 

新規 

新規 



  （参考） ＩＣＴ（情報通信技術）等に関する各国への働きかけ 

● 途上国を中心にICT（情報通信技術）海外展開に向けたトップセールス 

 地デジ日本方式： 中南米・南部アフリカを中心に、日本を含む15カ国で採用実績あり 
   ①携帯端末による受信（ワンセグ）、②緊急警報放送、③データ放送は日本方式のみの性能 

 ICT利活用による社会課題の解決： 防災、医療、教育、国土管理、農業等、相手国ニーズに合わせた協力 

 「日本型」郵便システム： 迅速かつ確実に届く日本の郵便インフラシステム（業務ノウハウ・関連技術等）を展開し、 
                   関連ビジネスを創出 

● 各国とも、日本の高い技術・イノベーションに極めて高い関心。ICTは我が国の国際戦略上重要な位置づけ。 

概 要 

● インドネシア 

 防災ICTシステム について、協力合意 

 （H25. 4.28-5.1 ジャカルタ： 通信情報大臣、国民福祉調整大臣等） 

 
● ミャンマー 

 ICTインフラ、 防災ICT、 郵便システム 協力に関する 

   実務的協議の場の設置について、合意 

 （H25. 5.20-23 東京： 通信・情報技術大臣） 

 

● モルディブ 

 地デジ日本方式 導入、大筋合意 

   （防災、教育、医療） 

 （H25.6.29-7.3 マレ： ワヒード大統領、運輸通信大臣、外務大臣等） 

● ボツワナ 

 地デジ日伯方式 決定・覚書締結、 

 ICTシステム協力の意見交換（防災、国土管理、教育、医療） 
 （H25.7.17 東京： 公共政策担当大臣） 

● ブラジル 

 地デジ日伯方式 世界展開連携強化合意、 

 ICTシステム協力 覚書締結  

   （4K/8K、防災、国土管理、農業、教育、医療） 
 （H25.7.23-26 ブラジリア： 通信大臣） 

● スリランカ 

 地デジ日本方式 導入に向け、極めて前向きな回答 

 ICTシステム協力 検討開始に大筋合意 

 郵便システム のアピール 
 （H25.7.28-29 コロンボ： ラージャパクサ大統領、マスメディア情報大臣等） 

最近のトップセールス 
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Ⅱ 命をまもる  - ４．東日本大震災からの復興の着実な推進 - 

(1)復旧・復興の着実な推進    

18 

(a)  被災市町村に対する人的支援  

 ・復旧・復興に必要な人的支援を希望する被災市町村から要望を伺い、全国市長会・全国町村会の協
力を得て、全国の市町村から派遣の申出を取りまとめ、人材のマッチングを実施 

  ・全国の市区町村に対し更なる職員派遣を要請するほか、被災自治体で働く意欲のある市区町村のOB職
員に関する情報提供を行うとともに、経済団体等の協力の下、民間企業等の人材の活用を促進する 

(b) 復旧・復興事業等を着実に推進するための財源の確保 

・東日本大震災の復旧・復興事業等について、地方の所要の事業費及び財源を確実に確保 

＜震災復興特別交付税＞ 

東日本大震災の復旧・復興事業に係る被災団体の財政負担を解消するため、通常の地方交付税とは別枠で確保 

・平成25年度  6,198億円 

 
＜全国防災事業＞ 

東日本大震災の教訓を踏まえ実施する全国防災事業について、所要の事業費及び財源を確保 

・平成25年度  2,031億円 



(2)被災地における消防防災体制の充実強化 

Ⅱ 命をまもる  - ４．東日本大震災からの復興の着実な推進 - 19 

・東日本大震災により被害を受けたヘリポート、消防庁舎、無線

施設等の消防防災施設・設備について早期復旧を支援  
【予算】 消防防災施設・設備災害復旧費補助金等  ３９億円                        

【予算】 福島県における消防団の支援のための車両等の整備 ０．６億円                

・福島県における消防団の活動を支援するため、救助資機材・車両
等を整備 

(b)  被災地の消防団に対する支援 

(a) 被災地における消防活動や消防防災施設の復旧への支援  

・避難指示区域における大規模林野火災等の災害に対応するため

の消防活動や広域応援活動を支援  
【予算】 原子力災害避難指示区域消防活動費交付金  １．６億円                        

消防団支援車両 
（救助資機材搭載型消防ポンプ自動車） 

※写真はイメージ 

臨時的活動拠点施設 
（双葉地方広域市町村圏組合消防本部仮庁舎） 



(3)ＩＣＴによる復興の推進 
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・復興に向けて、環境やエネルギー利用効率に配慮した
新たな街づくりを行う地域において、住民生活・地域

経済に必要不可欠なＩＣＴ基盤の整備を支援  

【予算】 被災地域情報化推進事業  ５１億円の内数                        

【予算】 被災地域情報化推進事業  ５１億円の内数                     

【予算】 被災地域情報化推進事業  ５１億円の内数                

(b) 被災地における医療情報連携基盤の整備
支援 

・「東北メディカル・メガバンク計画」の推進に向
け、ＩＣＴを活用した災害に強い医療情報連携基
盤の整備を支援し、切れ目のない医療提供体制の
復興を促進 

・自宅や仮設住宅等でパソコンを使って仕事がで
きる仕組み（ＩＣＴを活用した「テレワーク」）
を活用し、被災自治体における住民の就労促進に
向けたテレワークシステムの構築を支援 

(c) 被災地域テレワーク推進事業 

※拡充事業 

(a) ICT基盤整備による復興街づくりへの貢献  

◎放送受信 
    環境等の整備 

高台等移転 

新たな街づくりを 
行う地域 

◎情報通信基盤 
  の整備 

沿岸部の居住が 
限定的な地域 

漁業用海岸局 
漁船 

地域医療情報連携基盤の構築 

東北メディカル・メガバンク計画 

バ
イ
オ
バ
ン
ク
整
備 

診療情報等 介護関連情報 

ブロードバンドネットワーク 

地域医療情報連携基盤 

健診情報 

カルテ情報、調剤情報、 
介護情報等を蓄積・共有 

いつでも、どこでも 
安全に情報にアクセス 

・・・ ・・・ 

各種情報の 
記録・蓄積・閲覧 

県内他地域等（後
方支援） 

大学病院等・
救急医療 

自治体 

遠隔健康相談 

遠隔医療相談 

診療所・
専門医 

患者・住民 

専門医 

保健師・ 
健康指導

員 健康指導の実施 

避難所・ 
集会所 

地域医療連携医療圏 

介護施設 

仮設診療所 

調剤薬局 

仮設住宅 

在宅診療 中核的 
医療機関 

診療所 

連携 



水陸両用バギー 
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(1)コンビナート災害等に対応した緊急消防援助隊の機動能力の強化 

(a)  緊急消防援助隊の機能強化  

 ・大規模災害に備え、消防力の大規模・確実・迅速な被災
地への投入や長期に及ぶ消防応援活動を可能とするため、
緊急消防援助隊の更なる充実強化を図り、ヘリ・車両等
を整備 
【予算】 拠点機能形成車両、津波・大規模風水害対策車両等の整備 ６．５億円 
      緊急消防援助隊設備整備費補助金（ヘリ・車両等分）     ４５億円 

(b)  エネルギー・産業基盤災害即応部隊（ドラゴンハイ
パー・コマンドユニット）の創設・車両等の研究開発  

 ・石油コンビナート等のエネルギー・産業基盤における大
規模・特殊災害に即応するエネルギー・産業基盤災害即
応部隊（ドラゴンハイパー・コマンドユニット）を緊急
消防援助隊に創設し、その部隊の中核となる高度な特殊
車両等を配備 

 
 

 ・エネルギー・産業基盤災害即応部隊の応急対応に資する
リモート操作可能な災害対応ロボット等のＧ空間×ＩＣ
Ｔを活用した高度な車両・資機材等を研究開発 

【予算】 エネルギー・産業基盤災害対応型消防水利システムの配備 要望枠 

                                      ４．５億円  

【予算】 災害対応のための消防ロボット技術の研究開発 要望枠  

                                     ２．０億円  

大型放水砲搭載ホース延長車 大容量送水ポンプ車 

情報収集ロボット 放水ロボット（無人走行放水車） 

エネルギー・産業基盤災害即応部隊の車両等（イメージ） 

＜エネルギー・産業基盤災害対応のための消防ロボット＞ 

拠点機能形成車両 

津波・大規模風水害対策車両 

＜エネルギー・産業基盤災害対応型消防水利システム＞ 
※写真はイメージ 

新規 

新規 

※取り外し可能な消火・
救急用設備を搭載 
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(2)地域の消防防災体制の充実強化    

(a) 常備消防力の強化 
 ・多様な地域の消火・救助・救急ニーズに的確に対応すべく、消防

広域化重点地域への重点的な支援等常備消防の体制を強化 
 

 ・消防と医療の連携、救急業務の高度化等を推進し、迅速・的確な
救急救命体制を充実強化 

(b)  消防団等地域の総合防災力の充実強化  

 ・地域住民の安心・安全の確保に大きな役割を果たす消防団等
について、消防団員の確保、装備や訓練の充実、自主防災組
織等との連携強化とともに、地域防災拠点を整備 

【予算】 消防団の装備・訓練の充実強化  要望枠    １１億円 

       消防団の充実強化等  ２．７億円               

      消防防災施設整備費補助金 １７億円の内数 

(c)  消防防災・教育訓練施設の整備 
 ・地域防災拠点、救助活動拠点、広域訓練拠点等の整備を促

進し、災害に強い地域づくりを推進 
 【予算】 消防防災施設整備費補助金   １７億円  

【予算】 消防の広域化・救急救命体制の整備・充実等   ２．４億円  

地域防災拠点※ 

広域訓練拠点※ 

（提供：兵庫県広域防災センター） ※写真はイメージ 救助活動拠点※ 

新規 



Ｇ空間プラットフォーム（再掲）  

 ・全ての住民が災害情報を迅速かつ確実に受け取ることができる体制を構築するため、市町村における
Ｊアラートの自動起動機の整備を促進 
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(3)ＩＣＴやＧ空間情報を活用した災害対応力の強化    

(a) 迅速・確実な災害情報の住民への伝達等ＩＣＴやＧ空間情報を活用した災害対応力の強化 
 ・通信の混線・輻輳などが生じないよう緊急消防援助隊の通信基盤を強化し、大規模災害時の活動を

円滑にするため、消防救急デジタル無線の整備を促進 
 
 
 
 

【予算】 消防救急デジタル無線の整備 ８．５億円 （うち 要望枠  ４．５億円） 
 

【予算】 Ｇ空間プラットフォーム構築事業 要望枠  

               １４億円の内数（再掲） 

【予算】 Ｊアラートの自動起動機の整備促進 要望枠 ４．０億円  

【予算】 災害対応のための消防ロボット技術の研究開発 

                要望枠 ２．０億円（再掲）  

※ 消防救急デジタル無線の整備については、「周波数有効利用促進事業（デジタル防災ＩＣＴシステム等の整備）」（Ｐ１４）においても、
更なる電波の有効利用促進の観点から周波数の再編に資する防災用等のデジタル無線システムの整備を支援 ４０億円  

 ・エネルギー・産業基盤災害即応部隊の応急
対応に資するリモート操作可能な災害対応
ロボット等のＧ空間×ＩＣＴを活用した高
度な車両・資機材等を研究開発（再掲） 

 ・災害時に自治体や緊急消防援助隊からの情
報をＧ空間プラットフォームへと接続する
システムを構築し、そのシステムに集約さ
れる情報について、緊急消防援助隊等で共
有し、より的確な災害対応を実施（再掲） 

新規 

新規 
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(4)大規模地震に備えた予防対策等の推進    

 ・石油コンビナート等のエネルギー・産業基盤における大規模・特殊災害に即応するエネルギー・産
業基盤災害即応部隊を緊急消防援助隊に創設し、その部隊の中核となる高度な特殊車両等を配備す
るとともに、応急対応に資するリモート操作可能な災害対応ロボット等のＧ空間×ＩＣＴを活用し
た高度な車両・資機材等を研究開発（再掲） 

(a) コンビナート災害対策・危険物事故防止対策・消防設備等の耐災害性強化対策
その他火災予防対策の推進 

 ・切迫する大規模地震に備え、コンビナート災害に対する防災体制の充実強化、石油タンクの
安全確保対策、消防設備等の耐災害性強化対策等を推進 
【予算】 大規模地震に備えた予防対策等   ５．７億円  

【予算】 エネルギー・産業基盤災害対応型消防水利システムの配備 要望枠 ４．５億円（再掲）  

     災害対応のための消防ロボット技術の研究開発          要望枠   ２．０億円（再掲）  

地震の揺れによりスプリンクラー設備が破損 
（提供：仙台市消防局） 

石油コンビナートにおける防災訓練 東日本大震災におけるコンビナート火災 
（提供：千葉市消防局） 

新規 

新規 
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(1)電子行政の推進 

(a) ＩＣＴを活用した行政サービス・行政運営 

・ＩＣＴの活用によって、国民の行政に関わる時間や 
 労力、コストを軽減し、行政事務を効率化 
 ①番号制度の導入と行政サービスの向上 
 ②行政運営の効率化による徹底したコストカット 
  (ペーパレス化・事務部門の共通電子化) 

 ③行政情報のオープン化の推進 

【予算】  電子政府の総合窓口（e-Gov)整備・運用等経費  ７．３億円 

(b) 行政情報システムの強化 

・経済的で安定的な行政サービス・行政運営を 
 もたらす、強靱な情報基盤を構築 
 ①情報システムのクラウド化とセキュリティ強化 
 ②「全国行政基幹ネットワーク網」の構築 
   →本省・地方出先機関間の通信ネットワークの調査 

 ③各府省情報システムの統廃合 

○電子政府の推進 

首都拠点 

分散拠点 
（整備中） 

データセンタ 

特殊なシステム（旧式の大型システム、地方等に多数の拠点
を有しているシステムなど、移行が馴染まないシステム） 

職員 
Ｃ省庁舎 

Ｂ省庁舎 

職員 

政府共通ＰＦ 

Ａ省庁舎 

職員 

【Ａ、Ｂ、Ｄシステム】 

インターネット 

国民等 

【Ｃシステム】 

データセンタＣ 

 
 

府省間を接続する通信
ネットワーク 

（政府共通ネットワーク） 

（地方公共団体職員） 

（LGWAN） 

Ａ省庁舎 データセンタＢ 

データセンタＤ 

【Ｂシステム】 【Ａシステム】 

 
職員 

【Ｄシステム】 

（府省間を接続する 
 通信ネットワーク） 

Ｂ省庁舎 

Ｃ省庁舎 
【Ｃシステム】 

データセンタＣ 
 

職員 

職員 

インターネット 

運用監視 
要員 

 
国民等 

（地方公共団体職員） 

（LGWAN） 

政
府
共
通
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
整
備
後
（ク
ラ
ウ
ド
化
） 

政
府
共
通
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
整
備
前 

【予算】 政府共通プラットフォーム整備等経費  ５８億円 
      災害や情報セキュリティに強い行政基盤の構築等経費 

                        要望枠 ３７億円 新規 



Ⅲ 便利なくらしをつくる –６． 国民本位の電子行政の実現と番号制度の導入-   

(d) 統計調査におけるオンライン調査の促進  
   （後掲 ） 

企画 

予算 

調達 

設計・ 
開発 

運用 

評価 

(c) 政府内のＩＣＴガバナンスとＰＤＣＡの強化・徹底 

・電子行政のＰＤＣＡを有効に機能させ、取組の実効性を確保 
 ①司令塔とＰＤＣＡの強化 
 ②プロジェクト遂行の共通ルール化と資産管理の徹底 
 ③ＩＣＴ人材の育成・活用  

26 
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○電子自治体の推進 

(b) 国民本位の電子行政及び事務の効率化を実現するための基盤の充実 

(a) 自治体クラウドの取組の加速 

【予算】 自治体クラウドの取組の加速に向けた調査研究等  
０．５億円  

 ・番号制度の導入を契機として自治体クラウドの
取組を加速させるため、全国的なPDCAやコスト
削減・セキュリティ等の目標管理や環境整備に
係る調査研究を実施 

 ・番号制度の導入を踏まえた電子行政サービスの改善、住民票の写し等のコンビニ交付、
ｅＬＴＡＸによる地方税の電子申告受付サービス、電子投票の実施の促進・普及 

【予算】 電磁的記録式投票の導入支援に要する経費 ０．１億円 

【予算】 電子行政サービスの改善方策に関する調査研究等に要する経費 ０．２億円 

(c) ＩＣＴを活用した自治体サービス高度化の推進 
 ・自治体によるプッシュ型サービス等の実現に向けて技術的な課題の検討や実証を行う 

【予算】 ＩＣＴを活用した街づくり実現のための実証 要望枠  １８億円の内数 新規 

【予算】 社会保障・税番号制度の導入及び利活用の検討に要する経費 １．７億円 



Ⅲ 便利なくらしをつくる –６． 国民本位の電子行政の実現と番号制度の導入-   

(2)個人番号制度の導入 

28 

(c)  情報提供ネットワークシステムの運用に向けた準備  
 ・番号制度の円滑な導入に向けて、情報提供ネットワークシステム

の円滑かつ効率的・安定的な運用を行うため、課題の分析や必要
な対策等につき所要の検討を実施 

(d)  地方公共団体の情報システムの整備への支援  

 ・地方公共団体において、番号制度の導入に当たって必要と 
  なる、関係情報システムの整備について支援を実施 

【予算】 地方公共団体の関係情報システム整備への支援経費  
                                        事項要求  

(a)  個人番号付番システム構築等に要する経費  

【予算】 社会保障・税番号制度システム開発等委託費 ３０．９億円    

 ・個人番号の付番開始（平成２７年１０月予定）に向けたシステム
開発などを実施 

【予算】 個人番号カードの発行等に要する経費 要望枠  ３．６億円  

【予算】 情報提供ネットワークシステムの運用に係る準備経費 一部要望枠 １．７億円  

   新規 

新規 

(b) 個人番号カードの発行等に向けた準備  

 ・個人番号カードの発行等を円滑に行うための所要の検討を
実施 



Ⅲ 便利なくらしをつくる – ７．ＩＣＴによる社会的課題の解決と豊かな生活の実現 -   29 

医療情報連携基盤の全国展開 

(1)超高齢社会への対応 

・テレワークの本格普及に向けて、多様で柔軟な働き方が可能となる新たなテレワークモデル
を確立するための実証を実施するともに、専門家派遣やセミナー開催を通じた普及を促進 

・超高齢社会におけるＩＣＴ利活用の推進
方策として、ＩＣＴ健康モデル（予防）
の確立や医療情報連携基盤の全国展開等
を実施し、生産年齢人口の減少や医療費
の増大等、超高齢社会がもたらす課題の
解決に貢献 

(a) スマートプラチナ社会の構築 

ヘルスケアポイントの付与 

データ蓄積・解析 健康指導等 健康データ等の計測 

健康 
情報 

データ
ベース 保険者・保険事

業受託事業者 

体組成計 歩数計 

ＩＣＴ健康モデル（予防）の確立 

【予算】 スマートプラチナ社会構築事業 要望枠 ２２億円の内数 

【予算】 スマートプラチナ社会構築事業 要望枠    

                          ２２億円の内数 
患者・住民 

介護施設 

患者宅 

訪問看護 
ステーション 

訪問介護事業所 

自治体 

在宅療養 
支援診療所 

訪問薬局 

病院 

診療所 

新規 

新規 

(b) 新たなワークスタイル（テレワーク）の実現 



Ⅲ 便利なくらしをつくる – ７．ＩＣＴによる社会的課題の解決と豊かな生活の実現 -   30 

(2)資源探査及び社会資本整備支援 

・社会インフラの老朽化を踏まえ、ＩＣＴ
を活用したインフラの効率的な維持管理
を実現するため、センサー等で計測した
ひずみ、振動等のデータを、高信頼かつ
低消費電力で収集・伝送する通信技術等
を確立 

【予算】 スマートなインフラ維持管理に向けたICT基盤の確立 

                     要望枠 ５．０億円 

(b) 社会インフラ問題の解決 

・将来の国産資源として期待される海洋資源の調査を効率化するため、通信衛星を活用して洋上の
ブロードバンド環境（10Mbps級）を構築するための次世代通信衛星技術の研究開発を実施 

【予算】 海洋資源調査のための次世代衛星通信技術に関する研究開発 要望枠 ３．０億円 

(a) 鉱物・エネルギー問題の解決 

無人探査機の高精細映像やソナー
データを陸上拠点にリアルタイム送信 

洋上中継機と衛星を介して
無人探査機と母船・陸上拠
点間をリアルタイム通信 

調査船（母船） 洋上中継機 

無人探査機 

新規 

新規 



Ⅲ 便利なくらしをつくる – ７．ＩＣＴによる社会的課題の解決と豊かな生活の実現 -   31 

(3)街づくりの推進等 

・センサー、ワイヤレス、クラウド等のＩＣＴを活用した新たな街づくりの普及展開を図るために
必要となる共通基盤（プラットフォーム）の実現に向けた実証等を推進 

【予算】  ＩＣＴを活用した新たな街づくり実現のための実証 要望枠 １８億円 

(a) 街づくりの推進 

センサネットワーク 

ブロードバンド 

ビッグデータ 

ＩＤ 

クラウド 
ワイヤレスネットワーク 

地理空間情報 

エネルギー・環境 

「ＩＣＴスマートタウン」の実現 

 地域が抱える諸課題の解決 
 国際競争力の強化 
 経済の活性化・雇用の創出 

農林水産 

医療・福祉・介護・育児 

行政 

防災・減災 

観光・交通 

新規 



Ⅲ 便利なくらしをつくる – ７．ＩＣＴによる社会的課題の解決と豊かな生活の実現 -   32 

・車、道路、歩行者をつなぐ高度な情報通信技術を活用した安全
運転支援システムの早期実用化に向け、通信プロトコル策定の
ための実証実験を実施し、安全・安心で快適な交通社会を実現 

【予算】 先導的教育システム実証事業 

         要望枠 １５億円 

・教育分野におけるＩＣＴ化の全国展開を
促進するため、学校・家庭をシームレス
に繋ぐ教育・学習環境を実現する教育Ｉ
ＣＴシステムの実証研究を実施。多様な
端末から利用可能な低コストの普及モデ
ルの技術的標準化を行うことにより、導
入コストの削減を実現 

【予算】 次世代ＩＴＳの確立に向けた通信技術の実証 要望枠 ５．０億円 

(c) 高度道路交通システム（ITS）の推進 

(b) 教育分野におけるＩＣＴの活用 

歩行者と車が通信すること 
により歩行者の急な 

飛び出しによる衝突回避 車と車が通信することにより 
見通しの悪い道路での 
出会い頭衝突事故防止 

  

家庭 

 ＜家庭学習＞ 

＜避難所＞ 

学校 

＜学校間連携＞ 
（小・中・高・特）  ＜授業・校務＞ 

先導的な教育ＩＣＴシステム 

シームレスな 
学習環境 

教育・学習クラウドプラットフォーム 

豊富なデジタル教材 
（HTML5コンテンツ） 

（文科省と連携） 

検証 

標準化 
学校間 

連携支援 
学習者 

支援 

教員 

支援 

防災拠点 

実現 

学校家庭 

の連携 

新規 

新規 



Ⅳ みんなの安心をまもる  - ８．国民生活の安定・充実 - 

(1)恩給支給や公的年金の適切な運営 

33 

(a)  受給者の生活を支える恩給の支給 

【予算】 恩給支給事業  ４，１９０億円（２５年度 ４，８０２億円）  

(b) 年金業務に対する国民の信頼回復 

【予算】年金記録確認中央・地方第三者委員会 ３８億円  
  

 ・年金記録確認第三者委員会による年金記録確認業務の着実な実施 

 ・年金記録確認業務の総務省から厚労省への移管に向けて調整 
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当初予算額 
恩給受給人員（除一時金） 

    

億円 万人 

年度 
平成５ 

■平成５年度以降の恩給受給人員及び当初予算額の推移 



Ⅳ みんなの安心をまもる  - ９．ＩＣＴの安心・安全の確保 - 34 

(1)サイバーセキュリティの強化 

【予算】 国際連携によるサイバー攻撃予知・即応技術の 
      研究開発   ３．０億円 

・諸外国と連携してサイバー攻撃に関する情報
を収集するネットワークを構築し、サイバー
攻撃の発生を予知し即応を可能とする技術の
研究開発及び実証実験を実施 

・ものづくりの原動力である中小企業におけるセ
キュリティ対策として、小さな負担で運用可能
な防御モデルの策定に向けた調査研究及び実証
実験を実施。 

  さらに、新たなサイバー攻撃に対する解析・
防御モデルの検討、実践的な演習を実施。 

  また、サイバー攻撃の検知等に関する研究開
発や国民のウイルス感染被害予防に関する実証
実験を実施 

(a) サイバー攻撃に対するセキュリティ対策 
サイバー攻撃の解析 

・・・ 

!!! 

%$% 

防御モデルの検討 

中小企業向け防御モデルの 
検討・実証 実践的防御演習の実施 

攻撃シナリオ 

連携 

【予算】 サイバー攻撃複合防御モデル・実践演習  

        要望枠 １５億円 

      ICT環境の変化に応じた情報セキュリティ対応方策 

      の推進事業     ６．４億円 

新規 



Ⅳ みんなの安心をまもる  - ９．ＩＣＴの安心・安全の確保 - 35 

(2)安心・安全なＩＣＴ利用環境の整備 

【予算】 電気通信事業分野における消費者利益確保のための事務経費     ４．３億円 

・個人の認証情報（ＩＤ）及び属性情報（パーソナルデータ）に関するデータ連携を複数のサービス
間で高信頼に実現する枠組み（トラストフレームワーク）の実証を実施 

【予算】 パーソナルデータの適正な利活用を促進するための環境整備に係る実証実験 要望枠 ５．０億円 

(a) パーソナルデータの適正な利活用促進 

・スマートフォン上のアプリケーションについて、利用者情報の適切な取扱いが行われているか第
三者が検証する仕組みが、民間において速やかに構築されるよう、第三者検証に必要な技術的課
題等を検討し、プロトタイプシステムによるフィールド実証を実施 

・電気通信分野における事故の多様化・複雑化に対応し、その防止を図るための制度整備等を実施 

・通信サービスの実効速度について、推奨される計測方法を確立するための実証等を通じ、利用者が
適切にサービスを選択できる環境を整備 

・誰もが安心・安全にＩＣＴを利用できる環境の整備を目指し、スマートフォンの普及や新たな情報通
信技術・サービスに適応した普及啓発活動等、様々な施策を実施 

(b) 電気通信事業分野における信頼性・消費者利益の確保 

新規 



Ⅳ みんなの安心をまもる  - ９．ＩＣＴの安心・安全の確保 - 

(3)放送ネットワークの強靱化 

(a) 災害時における国民に対する迅速かつ適切な情報提供の確保 

・放送事業者の経営基盤の強靭化、新たな放送サービスへの周波数割当その他の制度整備を実施 

中継局の整備に対して支援を実施す
ることにより、ラジオ難聴対策を推進。

AMラジオ局

外国のＡＭラジオ局

地理的・地形的難聴

外国波混信

都市型難聴

混信
電波が届きにくい

建物遮蔽や
電気雑音

ＦＭラジオ局

【予算】 放送ネットワーク強靭化支援事業 要望枠  ２０億円 
【税制】 放送ネットワーク災害対策促進税制の創設 

【ラジオ放送の難聴解消のイメージ】 

新規 

・国民生活に密着した情報や災害時に
おける生命・財産の安全確保に必要
な情報の提供を確保するため、ラジ
オの難聴解消のための中継局の整備
費用の一部を補助 

 
・民間放送事業者等による災害対策の
ための予備送信設備、緊急地震速報
設備等の整備に対する税制上の特例
措置を創設 

36 



Ⅳ みんなの安心をまもる  - ９．ＩＣＴの安心・安全の確保 - 

(4)災害に強い情報通信インフラの整備 

・地域住民や帰宅難民等が、災害時でも確実に携帯電話やタブレット端末等を通じて情報を入手 
 できるよう、耐災害性の高い無線ＬＡＮや情報の一斉配信等の機能を有する防災情報ステーシ 
 ョンの避難所への整備等を行う地方公共団体等 
 に対し、その事業費の一部を補助 
 

【予算】 地域ICT強靭化事業 要望枠  ４１億円 

・災害時の通信・放送網遮断を回避するため、 
 地域の公共ネットワーク・ＣＡＴＶネット 
 ワーク等について、防災上の観点から無線に 
 よる多重化や有線迂回等の整備を行う地方 
 公共団体等に対し、整備費用の一部を補助 

(a) 地域公共ネットワーク等の強靭化 

(b) データセンターの地域連携の推進 

・複数のデータセンターによるバックアップ体制
を構築する際の課題を解決し、データセンター
の耐災害性・信頼性を向上させるための実証を
実施 

【予算】 データセンターの地域連携実現のための実証 要望枠 ３．０億円 

 

防災情報ステーションを通じて、 

無線LAN等を活用した情報発信 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

利活用手法（例） 
 
 
 

携帯電話等で 
避難指示等を 
確認 

タブレット端末等を利用し 
避難所の位置等を 
確認する 

災
害
関
連
情
報
等 都道府県庁・ 

市町村役場 

避難指示・勧告 
避難所情報 
河川情報 等 
   ・・・・ 

太陽光パネル・蓄電池 

無線ＬＡＮ基地局 

監視カメラ 

搭載機能（例） 

新規 

新規 

37 



Ⅳ みんなの安心をまもる  - 10．郵政民営化の着実な推進 - 38 

(1)郵政事業の新たな展開とユニバーサルサービスの確保 

(a) 郵政民営化の推進 
・ 郵政民営化の成果を国民が実感できるよう、日本郵政 
 グループ各社の収益力強化に向けた新たな事業の展開を促進 

・ 公益性及び地域性を十分に発揮しうるよう、郵便局ネット
ワークを活用 

(b) ユニバーサルサービスの確保及び信書便市場の 
    競争促進 
・ 改正郵政民営化法を踏まえ、郵政三事業（郵便、貯金、
保険）のユニバーサルサービスを着実に提供できるよう、

適切に指導・監督 
・ 郵便のユニバーサルサービス提供を確保しつつ、信書便
市場の競争促進を図るための方策を検討 

【税制】 関連銀行及び関連保険会社が日本郵便株式会社に業務委託する際
に支払う手数料に係る消費税の非課税措置の創設  

 民営化の成果を国民が実感できるよう業務・組織
の改善について適切な指導・監督を行う。 

(c) 郵便インフラの海外展開（再掲） 
・ 郵便の近代化・機械化の意欲のある国に対して日本の郵便
の優れた業務ノウハウ・関連機器をインフラシステム全体と

して提供・輸出 

郵便の近代化・機械
化に取り組む国々 

日本型郵便インフラシステム 

ノウハウ
伝授 

【予算】 日本型郵便インフラシステムの海外展開事業 要望枠 ３．０億円 新規 



Ⅴ 国の仕組みをつくる  - 11.効率的で質の高い行政の実現 - 39 

(1)人事行政の展開（国と国民のために働く公務員制度改革の推進） 

(a) 人事評価制度に基づく能力・実績主義の人事管理の徹底 

(b) 多様で有為な人材の確保及び育成の取組 

(c) 適正な退職管理と公務組織の活力の確保 

(d) 職員が安心して生き生きと働ける勤務環境の整備 

・人事評価制度・運用の改善、適正かつ円滑な制度運用のための評価者講座等の実施 

・人事交流の推進、研修等による職員の能力開発・啓発の推進 

・国家公務員の再就職状況の着実な公表 
・職員の年齢別構成の適正化を通じた組織活力の維持等を 
 図るために導入された「早期退職募集制度」の適正な運用の徹底 

・セクシャルハラスメント、パワーハラスメントといった職場内トラブルの防止 
・メンタルヘルス対策の充実 
・超過勤務の縮減や男性職員の育児休業取得促進等によるワーク・ライフ・バランスの推進 

(e) 地方公務員制度の改革  
 ・能力及び実績に基づく人事管理、退職管理の適正の確保 
  といった、地方公務員に係る制度の改革を推進 



Ⅴ 国の仕組みをつくる  - 11.効率的で質の高い行政の実現 - 40 

(a) 行政不服審査制度の見直しによる公正・適正な行政運営の確保  
・①公正性の向上、②制度の使いやすさの向上、③国民の救済手段の充実・拡大の観点から 
 見直しを推進し、次期通常国会への改正行政不服審査法案の提出を目指す 

・情報公開法及び行政機関等個人情報保護法の施行状況調査の実施・運用改善の徹底、総合案内所の運営 
          

(b) 情報公開法及び個人情報保護法の適正かつ円滑な運用の確保  

・業務の必要性を見直すとともに、ＩＣＴの活用等の   
 行政運営の見直しにより、効率的・効果的な行政を 
 実現 
・行政改革の趣旨を踏まえつつ、定員合理化を実施 
 するとともに、行政需要の変化に対応したメリハリ
ある定員配置を実施 

(2)行政運営の改善、効率化 

(3)行政の透明化・国民の権利利益の救済の強化 

42 44 46 48 50 52 54 56 58 60 62 元 3 5 7 9 11 13 15 17 19 21 23 25

 郵政公社化 △２８．６万人（１５年度） 
 国大法人化 △１３．３万人（１６年度） 
 独法化等  △ ９．１万人 
 その他純減 △ ９．２万人 
 
       △６０．２万人（４２年度～２５年度） 

郵政公社、独法化等による減 

■国の行政機関の定員の推移 
42年度899,333人 

14年度807,019人 

25年度297,384人 

90万人 

20万人 

30万人 

40万人 

50万人 

60万人 

70万人 

80万人 (a) 行政運営の改善、効率化 



Ⅴ 国の仕組みをつくる  - 11.効率的で質の高い行政の実現 - 41 

(4)政策評価と行政事業レビューの連携強化等 

(a) 行政評価局調査を通じた行政の改革・運営改善 

 ・内閣の重要政策や世の中の動きを踏まえ、行政の実情、 
  課題について全国的に調査 

(b) より役に立つ、分かりやすい政策評価の実現 

 ・行政事業レビューとの連携の強化、評価基準の標準化、重点化による質の向上及び政策評価の電子化 

(c) 国民の声・ニーズの把握を重視し、行政の制度・運営の 
        改善につなげる行政相談活動の展開 

・行政相談事案の迅速・的確な解決、政策課題の抽出、行政相談 
 委員との協働及びベトナムとのＭＯＵ（協力覚書）に基づく 
 協力事業の実施など各国オンブズマンとの連携 

(d) 独立行政法人の適正、効果的かつ効率的な運営の実現 

・平成27年度予算概算決定までに、26年度末に中期目標期間が 
  終了する独立行政法人の事務・事業の見直しを実施（12法人が対象） 

・平成25年度の独立行政法人の業務実績に関する二次評価を実施（101法人が対象） 
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(5)公的統計の体系的な整備、電子化・オープン化の推進 

(b) 「経済センサス-基礎調査」及び「全国消費実態調査」の円滑な実施 

【予算】 経済センサス-基礎調査  ４４億円 

       全国消費実態調査            ２４億円  

(a) 第Ⅱ期「公的統計の整備に関する基本的な計画」の推進 

【予算】 公的統計基本計画推進費 要望枠 ０．４億円（２５年度 ０．１億円）  

 ・平成26年３月に閣議決定予定の「公的統計の整備に関する基本的な計画」（第Ⅱ期）に基づき、 

   ①統計の体系的整備（経済センサスを軸としたサービス・企業統計の整備等） 
     ②経済・社会の環境変化への対応 （人口減少社会に対応した統計の整備等） 
   ③効率的な統計作成（統計調査におけるオンライン調査の推進等） 
   ④統計データの透明化・オープン化の推進、などの取組を推進 

 ・ 「経済センサス-基礎調査」の円滑な実施（事業所・企業の経済活動の状態を調査） 
   全産業分野における基本構造（従業者規模等）を全国・地域別に明らかにするとともに、 
   事業所・企業を対象とする各種統計調査の実施のための母集団情報を整備する 
  ・ 「全国消費実態調査」の円滑な実施（家計の実態を調査） 
   全国・地域別の世帯の所得・消費・資産（３つのＳ）に関する基礎資料を得る 

新規 

新規 
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 ・防災や都市計画等の公的利用を促進 
 ・商圏の設定や地域販売戦略等のマーケティング、 
  地域における企業活動等の民間での利用を促進し、

新産業の創設に寄与 

(e) 統計ＧＩＳの充実 

新宿駅を中心とした半径１ｋｍの町丁・字等別人口集計 

市区町村別６５歳以上人口割合階級図 

【予算】 統計ＧＩＳの充実 要望枠 ３．５億円 

(ｃ) 統計におけるオープンデータの高度化 

 ・政府統計の総合窓口（e-Stat）で提供する統計データに 
  ついて、API機能の整備等オープンデータの高度化を推進 
 ・これにより、官民における統計データ利活用の高度化を 
  促進し、新たな付加価値を創造するサービスや革新的な 
  事業の創出などを支援 

【予算】 政府統計共同利用システム運用等経費 要望枠 
      ９．２億円（２５年度 ７．２億円）の内数  

(d)  統計調査におけるオンライン調査の促進 

 ・政府統計共同利用システムにおいて、調査への回答が 
  スマートフォン、タブレット端末等で可能となる 
  機能等を整備 

【予算】 政府統計共同利用システム運用等経費 要望枠  
      ９．２億円（２５年度 ７．２億円）の内数  

統計ＧＩＳの充実 

43 

新規 
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(a) 新たな広域連携の促進  

 ・第３０次地方制度調査会の答申を踏まえ、 
  地方中枢拠点都市を中心とした新たな広域 
  連携や都道府県による補完等の先行的な 
  モデルを構築 

【予算】 新たな広域連携の促進に要する経費 

          １．５億円  

(a) 地方自治制度の見直し 

 ・第３０次地方制度調査会の答申等を踏まえ、 
  大都市制度等の見直しに取り組む 

【予算】 地方自治制度の見直しに向けた調査検討 ０．１億円  

(1)大都市制度の改革 

(2)地方中枢拠点都市による新たな 
     広域連携の構築等 

新規 

【地方圏】 

◎ ： 地方中枢拠点都市  ○ ： 定住自立圏の中心市 
    ： 各圏域の市町村 
◇ ： 地方中枢拠点都市や中心市から相当距離がある市町村等 
・ 

◎ 
（特別区、 
大阪市、 
名古屋市） 

○ 

○ ○ 

○ 

○ 

○ 

○ ○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

【三大都市圏】 
水平的・相互補完的、 
双務的な役割分担 

三大都市圏域全体の
調整 

◎ ： 三大都市圏の 
   中心区域 
○ ： 周辺市町村 

◎ 

・ 

・ 

・ 

・ 
◇ 

◇ 
◇ 

◇ 

Ａ県Ｂ地域 

・ ・ 

・ 

○ 

・ ・ 

・ 

○ 

・ 

・ ・ ・ 
・ 

○ 
・ 

・ 

定住自立圏 

都道府県による補完 

Ａ県 
地方中枢拠点都市 
 を核とする圏域 
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(b) 地方の一般財源総額の確保（再掲）  

【予算】 地方交付税（地方団体交付ベース）  １６．８兆円（２５年度 １７．１兆円）  

 ・「経済財政運営と改革の基本方針」及び「中期財政計画」を踏まえ、交付団体を始め地方の安定的
な財政運営に必要となる地方の一般財源総額について、平成25年度地方財政計画の水準を下回らな
いよう実質的に同水準を確保 

(a) 地方税の充実確保  

 ・地方分権改革を推進する観点から、地方税の充実確保を図るとともに、地方法人課税のあり方を
見直すことなどにより税源の偏在性が小さく、税収が安定的な地方税体系を構築 

(3)税収が安定的で偏在性の小さい地方税体系の構築 

 ・特に、地方交付税については、極めて厳しい地方財政の現状及び現下の経済情勢等を踏まえ、本来
の役割である財源調整機能と財源保障機能が適切に発揮されるよう、総額を適切に確保 


